（別紙１）
予算要求資料
平成26年度9月補正予算　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費　　　
	事業名　岐阜県子育て家庭応援キャンペーン事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
　　　　　　　　　　健康福祉部子ども・女性局　子育て支援課　子育て支援係　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2684）
　　　　　　　                  E-mail：c11236@pref.gifu.lg.jp  
１　事業費　　　補正要求額　　902千円（現計予算額：3,373千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	3,373
	0
	0
	0
	0
	0
	1,650
	0
	1,723

	補正
要求額
	902
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	902

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・「ぎふっこカード」の参加店舗に対し、以下の情報を郵送で案内する。
　　①平成２５年度から開発を進めている「子育て支援アプリ」のコンテンツの
一つである「電子ぎふっこカード」の制度開始の旨を当該事業の協賛店舗
　　　に事前に周知する。
　　②平成２７年３月３１日をもって有効期限が切れ更新する新しいぎふっこ
カード及び事業ＰＲチラシに掲載予定の広告募集にあたり、協賛店舗に幅
広く募集の通知を行う。
　　③更新したぎふっこカードのデザイン等を協賛店舗に周知し、引き続き協力

を求める。
（２）事業内容
　　当該事業の協賛店舗へ以下の情報を周知
　　①電子ぎふっこカード運用開始　
　　②新しいぎふっこカード、事業ＰＲチラシの広告募集案内
　　③新しいぎふっこカードのデザイン決定の周知
※①に関しては、県内の協賛店舗に加え、岐阜県と相互利用を行っている名古屋市のぴよか協賛店舗にも送付（岐阜県の子育て世帯の利用頻度が高いと見込まれるため）
（３）県負担・補助率の考え方
　　・広域的な子育て家庭の支援として県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	役務費
	902
	郵送代

	合計
	902
	


	　決定額の考え方　



事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　結婚・出産・子育てを前向きに考える機運を高めるため、キャンペーン事業を進めることにより社会全体で子育て家庭を応援する機運を醸成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	子育て家庭応援キャンペーン参加店舗数

（新規参加店舗）
	（H  ）
	149店

（H23）
	149店

（H24）
	240店

（H26.3）
	110店

（年間）
	218.0％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・平成１８年８月に事業を開始してから８年目となり、参加店舗が3,308店舗（H26.3末）までに拡大した。類似事業を実施する他県との連携を平成１９年８月に富山県、平成２１年４月には愛知県、三重県、名古屋市と、平成２５年１０月より滋賀県との相互利用を実施した。

・滋賀県との事業連携に併せて、店舗で掲示する新しいステッカー(Ａ４)とレジ用ステッカーを作成し、事業の参加店舗に配布

・大型商業施設、経済団体、事業組合等を訪問し加入を依頼(サンサンシティマーゴ、名鉄イクト、イオンモール各務原、岐阜県飲食生活衛生同業組合、岐阜県写真館協会、岐阜県美容業生活衛生同業組合)


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　ぎふっこカードの参加店舗の拡大、他県との連携により、ぎふっこカードの認知度が増し、県民や企業、店舗の関心も高まっている。

　平成26年3月末までに、新規登録店舗数は240店舗となっている。(年間新規登録店舗目標：110店舗)


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇
	ぎふっこカードは、県政世論調査では30代、40代の7割以上に認知されており、また、ぎふっこカードホームページのアクセス件数も多く必要性が高い。(H26.3月アクセス数約80,000)

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇


	　子育て世代への認知度が高く、子育て家庭を応援する機運の醸成に寄与している。年間の新規店舗登録目標は順調に推移している。

今後も大型商業施設、業界団体、商店街組合などの団体を訪問し、事業周知を図るとともに参加店舗を拡充する必要がある。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇


	隣県の類似事業と連携して、広域で実施できるよう拡大に取り組んでいる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　年間の新規参加店舗数は順調に推移しているものの、一方で参加中止や店舗の統廃合による店舗数の減少により、今後も店舗数の大幅な増加は見込めない。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　引き続き企業・業界団体訪問を実施し参加店舗増加に向けて働きかけていくとともに、新たな隣接県との広域連携の検討を行っていく。



